訪問看護契約書　　　　　（医療保険用）
　　　　　　　　　　様と訪問看護ステーションゆとりは、事業者が利用者に対して行う訪問看護について、次のとおり契約します。

（契約の目的）

第1条

有限会社ゆとりけんが開設する指定訪問看護ステーションの訪問看護職員が、かかりつけ医の指示のもとに、適正な指定訪問看護を提供することを目的とします。

（契約期間）

第2条

この契約は令和　　年　　月　　日から、利用者から事業者に対して契約終了の申し出があるまでとします。

（訪問看護計画の作成・変更）

第3条

１、 事業者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望をふまえて「訪問看護計画」を作成します。事業者はこの「訪問看護計画」の内容を利用者又は家族に説明します。
２、 利用者は他利用者や職員に感染する危険がある病気に罹れば速やかに利用者の各関係事業所に報告してください。感染力に応じてサービスの中止や利用回数、援助内容の変更をする場合があります。
３、 利用者の訪問看護プランに従い、サービスの提供を行いますが、地震や台風、洪水等の災害によりサービスの提供が危険と判断した場合は、急遽中止になる場合があります。また、中止になる場合は、速やかに利用者と利用者の各関係事業所に連絡を致します。
（訪問看護の内容）

第4条

1、 病状、障害の観察

2、 清拭、洗髪等による清潔の保持

3、 食事及び排泄等の療養上のお世話

4、 じょくそうの予防、処置

5、 ターミナルケア

6、 認知症の看護
7、 カテーテルの管理

8、 精神的援助、精神疾患の看護

9、 療養生活や介護方法の指導

10、 その他　医師の指示による医療処置、リハビリテーション

（利用料）

第5条

1、 訪問看護を提供した場合の利用料は、医療保険が定める基準によるものとし、　特定疾患医療費受給者証や老人福祉法、精神保健福祉法等の適応のある方に関しては、各法令の定めるところによるものとします。

2、 事業者は当月の料金の合計額の請求書を翌月初旬に利用者に提出します。

3、 事業者は利用者から料金の支払いを受けた時は利用者に対して領収書を発行します。

（通常の事業の実施地域）

第6条

通常の事業の実施地域は京都市右京区（京北・水尾を除く）中京区、南区、下京区、西京区（洛西を除く）です
（サービスの中止及びキャンセル料）

第7条

1、 利用者の都合によりサービスを中止する場合は、事業者に対して前日の営業時間内に通知することにより、料金を負担することなくサービスの利用を中止することができます。

2、 利用者が事業者に対して通知することなくサービスの中止を申し出た場合、もしくは通知なく不在であった場合は事業者は利用者に対してキャンセル料金（２，０００円）を請求することができます。
	キャンセルの連絡時期
	キャンセル料

	利用予定の前日営業時間内に通知
	利用者負担は無し

	通知なくサービス中止や不在の場合
	２，０００円


（営業時間）

第8条

月曜日から土曜日までの午前9時から午後6時までを通常の営業時間とします。

休業日は、日曜日、祝日、年末年始（12月29日～翌1月3日）とします。

· 電話などにより、24時間常時連絡が可能な体制としております。
· 病状及び疾患により必要と認め、主治医の指示のあった場合はこれに限らず訪問いたします。

（契約の終了）

第9条

1、 利用者は事業者に対して契約終了希望日の1週間前までに文書で通知することにより、この契約を解約することができます。ただし、利用者の病状の変化による急な入院などやむをえない事情がある場合は、1週間以内の通知でも解約することができます。

2、 事業者はやむをえない事情がある場合、利用者に対して契約終了の1ヶ月前までに文書で通知することにより、この契約を解約することができます。

3、 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。

1 利用者が介護保険施設に入所した場合
2 利用者が入院した場合

3 利用者が死亡した場合

（秘密保持）

第10条

事業者及び事業所に属する者は、サービスを提供する上で知りえた利用者及びその家族に関する個人情報を正当な理由なく第3者に漏らしません。この守秘義務は本契約終了後も同様です。

（賠償責任）

第11条

事業者はサービス提供に伴って事業者の責めに帰すべき事由により、利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償します。

（緊急時の対応）

第12条

事業者は、訪問看護の提供中に利用者の病状の急変が生じた場合やその他必要な場合は速やかに主治医に連絡をとり、必要な措置を講じます。
（身分証携行義務）

第13条

サービス従業者は常に身分証を携行し、利用者及び家族からの提示を求められた場合はいつでも身分証を提示します。

（連携）

第14条

1 事業者は訪問看護の提供にあたり、保健医療サービスまたは保健福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。

2 事業者は月に1回看護内容について事業所内で検討会を開催し、看護内容について保健所に情報提供します。
3 事業者は月に1回看護内容について主治医への報告と看護計画の提出を行います。

（苦情対応）

第15条

事業者は利用者からの相談、苦情に対応する窓口を設置し、訪問看護に関する利用者からの要望、苦情に対し迅速かつ適切に対応します。

（信義誠実の原則）

第16条

利用者及び事業者は信義誠実をもって契約を履行するものとします。

（裁判管轄）

第17条

やむを得ず訴訟となる場合は利用者の住所地を管轄する裁判所を第一管轄裁判所とすることを予め合意します。
	上記契約を証する為、本書2通を作成し、利用者、事業者が署名押印の上、各1通づつ保有するものとします。

　　　　契約締結日　　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　契約者　　＜事業所＞
　　　　　　　　　有限会社ゆとりけん

　　　　　　　　　訪問看護ステーションゆとり
　　　　　　　　　京都市右京区西京極野田町１８－１
　　　　　　　　　代表取締役　　　　　山本　由美子　　　　印

　　　　　　　　　＜利用者＞

　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　＜代理人＞

　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印




